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Ⅰ　はじめに
　2015年 9月 9日 9時半頃に愛知県知多半島に上
陸した台風 18号とその後の温帯低気圧に湿った空
気が流れ込み続けた影響により、多数の線状降水帯
が発生した。それにより、9月 7日から 11日まで
の総雨量は関東地方で 600mm、東北地方で 500mm
を超えるなど、関東地方や東北地方を中心に記録的
な大雨がもたらされた（気象庁 2015）。鬼怒川上流
域の栃木県日光市五十里（いかり）観測所では、9
月 9日から翌 10日にかけての 24時間降水量が観測
史上 1位となる 551mmを記録した（気象庁 2015）。
9月 10日午前 6時頃、鬼怒川左岸の常総市若宮戸
で溢水が発生し、同日 12時 50分頃、鬼怒川左岸の
常総市三坂町で堤防の決壊が生じた（常総市水害対
策検証委員会 2016）。これらの箇所からの氾濫水に
より、鬼怒川と小貝川に挟まれた沖積低地のうち約
40km2が浸水したと推定されている（国土地理院 
2015）。これは、常総市の約 3分の 1の面積に相当
する。この鬼怒川氾濫により常総市では、死者 2名、
負傷者 40名以上、全半壊家屋が 5,000棟以上、ヘ
リコプターによる救助が 1,339名といった甚大な被
害が発生した（常総市水害対策検証委員会 2016）。
常総市の災害対応の拠点となる常総市役所本庁舎も
浸水し、非常用電源設備が屋外に設置してあったた
め使用不能になるといった被害も生じた（常総市水
害対策検証委員会 2016）。
　常総市では、本豪雨災害発生前から洪水ハザード
マップが作成されていた（常総市 2015）。このハザー
ドマップは、常総市を流れる小貝川、鬼怒川、利根
川が大雨によって増水し、堤防が壊れた場合の浸水
想定区域（国土交通省が作成）に基づいて、浸水す
る範囲と浸水の深さや避難所などを表示したもので
ある。常総市では、このようなハザードマップが整
備されていたにもかかわらず、上述のような甚大な
被害が生じた。
　そこで本研究では、常総市における本豪雨災害の
実態解明や、今後の防災・減災などに資するデータ
を提供することを目的として、鬼怒川の氾濫による
常総市内の浸水深と道路周辺構造物の被害に関する
現地調査をおこなった。現地調査では、常総市内の
広域において地表面から浸水痕跡までの高さを測定
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し、各測定地点における浸水深を推定した。また、
道路周辺構造物被害のマッピングをおこなった。さ
らに、それらの調査から推定された浸水深と洪水ハ
ザードマップに図示されていた想定浸水深との関係
についても検討した。
Ⅱ　調査地域と調査方法
　本研究における調査対象地域は、常総市の鬼怒川
左岸で生じた堤防決壊や溢水により浸水した領域で
ある（図 1）。この浸水域は鬼怒川と小貝川に挟ま
れた領域であり、両河川沿いに分布する自然堤防や
河畔砂丘などの微高地に挟まれるように低平な後背
湿地（氾濫平野）が分布している（図 2）。調査対
象地域の標高は 10～20m程度である（図 2）。この
地域およびその周辺では、鬼怒川と小貝川の氾濫に
よる水害が昭和期以降にもたびたび生じている（山
本ほか 2015）。
　浸水域では、建物壁面、看板、飲料自動販売機や
植生などの浸水した部分に土砂や植物片が付着し、
浸水痕跡が多数残された（写真 1～4）。本研究では、
常総市内の浸水域における浸水深の分布を明らかに
するため、地表面からそれらのような浸水痕跡まで
の高さについて、現地にて標尺を用いて測定した。
測定の対象とした浸水痕跡は建物壁面に残されたも
のが多く、その他にも看板、飲料自動販売機や植生
などに残されたものもある。測定は、常総市内の浸
水域の 100地点において、2015年 9月 16日以降計
5日間実施した。本測定と合わせて、氾濫によるガー
ドレールの倒壊や道路盛り土の損傷など、道路周辺
構造物被害の記載、マッピングもおこなった。
　本調査から推定された浸水深と常総市が作成・発
行していた洪水ハザードマップを地理情報システム
（GIS、ESRI社 ArcGIS10.3.1）上で重ね合わせ、本
豪雨災害による浸水深と洪水ハザードマップの想定
浸水深との関係を検討した。
図１　調査地域
国土地理院「地理院地図」を用いて作成．決壊・溢水箇所は国土交通省関東地方整備局公表資料（国土交通省関
東地方整備局　2016）による．推定浸水範囲は国土地理院公表資料（国土地理院 2015）より引用．
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Ⅲ　常総市内の浸水深と道路周辺構造物被
害の分布
　本調査地域における浸水痕跡から得られた浸水深
の分布を図 3に示す。本調査地域における浸水深は
0.3～3.0mであり、多くの地点では 2m以下の値を
示した。浸水深分布の全体的な傾向としては、破堤
や溢水が生じた地点から比較的近い市内北部の石下
地区よりも、下流側（市内南部）の水海道地区周辺
の氾濫平野において大きい値を示した地点が多くみ
られた。特に、水海道地区の八間堀川周辺の氾濫平
野上では浸水深が 2mを超える地点が分布し、平町
の国道 354号線沿いの地点における浸水深は 3.0m
と本調査地域で最も大きい値を示した。
　常総市北部の石下地区の中心市街地は鬼怒川左岸
沿いに発達している自然堤防の微高地上に位置して
おり、その多くの地点の浸水深は 0.5～1.0mを示し
た（図 4）。関東鉄道常総線石下駅北側には、その
自然堤防に向かって氾濫平野が東側から食い込むよ
うに分布している領域がある。この氾濫平野上にお
ける浸水深は 1.2～2.15mであり、周辺近隣の自然
図２　調査地域の地形分類図（左）と標高段彩図（右）
地形分類図は国土地理院「地理院地図土地条件図」を用いて作成．標高段彩図は国土地理院「基盤地図情報数
値標高モデル（5m）」を用いて作成．
写真１　飲料自販機における浸水痕跡（矢印）
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堤防上に位置する地点よりも明らかに大きい値を示
す。この氾濫平野上に位置する大型商業店舗南側に
おける浸水深は 2.13mおよび 2.15mであった（写
真 2）。この大型商業店舗では、9月 10日の営業時
間中に店舗 1階部分が浸水したため、従業員や来客
者は 2階に避難し、翌 11日にボートやヘリコプター
で救助された（朝日新聞デジタル 2015年 9月 11
日）。溢水が生じた若宮戸から石下にかけての自然
堤防上における浸水深は、1～1.5m程度であった。
　石下地区下流側（南側）の関東鉄道常総線三妻駅
から中妻駅にかけての鬼怒川左岸沿いに分布する自
図３　2015年 9月関東・東北豪雨における常総市の浸
水深の分布（国土地理院「基盤地図情報数値標高
モデル（5m）」を用いて作成）
　　　丸数字は写真番号に対応．
図４　常総市石下地区の浸水深、道路構造物被害の分布
（上）と地形（下、国土地理院「地理院地図治水地形
分類図更新版」に加筆）との関係
　　　丸数字は写真番号に対応．
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然堤防上における浸水深は、鬼怒川に近い領域では
1m以下であるのに対し、自然堤防東側縁辺部（氾
濫平野との境界付近）では 1.2～1.4mを示す。この
自然堤防の東側にひろがる氾濫平野上の地点（三坂
新田町）の値はそれらよりさらに大きく、1.97mで
あった。
　国道 354号線バイパスから水海道地区中心部にか
けての領域は、本調査地域内において浸水深が相対
的に大きい領域となっている。この領域では浸水深
が 1.5mを超える地点が多数分布しており、前述の
ように、八間堀川周辺の氾濫平野や後背湿地上では
浸水深が 2mを超える地点もみられる（図 5、図 6）。
平町の国道 354号線沿いでは、浸水深が 2.4～3.0m
を示し、本調査地域内で最も浸水深が大きい領域で
あった。北水海道駅周辺の氾濫平野上も浸水深が大
きく、2.0mを示した地点もみられた（写真 3）。
　水海道中心部の常総市役所周辺も浸水深が大きく、
市役所周囲における値は 1.6～1.8mであった（写真
4）。前述のように、この浸水によって市役所庁舎屋
外に設置してあった非常用電源設備が使用不能とな
る被害が生じた。水海道地区中心部より南側の領域
写真２　石下地区の大型商業店舗壁面の浸水痕跡（矢印）
図５　常総市水海道地区の浸水深、道路構造物被害の
分布（上）と地形（下、国土地理院「地理院地図
治水地形分類図更新版」に加筆）との関係
　　　丸数字は写真番号に対応．
図６　常総市水海道地区中心部の浸水深と道路構造物
被害の分布
　　　丸数字は写真番号に対応．
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における浸水深は比較的小さく、ほとんどの地点で
1m以下の値を示した。
　鬼怒川左岸の自然堤防と小貝川右岸の自然堤防と
に挟まれた氾濫平野上の石下付近から国道 354号線
にかけての領域（八間堀川近隣）では、東西方向に
延びている道路において、盛土の損壊や変形、ガー
ドレールの南側への倒壊などの被害がみられた（図
3）。
　石下地区と本豊田地区の間の道路構造物被害箇所
は、鬼怒川左岸の自然堤防と小貝川右岸の自然堤防
とに挟まれ、石下地区市街地が乗る鬼怒川左岸側の
自然堤防が東側に凸状に張り出し、氾濫平野の東西
方向の幅が周囲よりもやや狭まっている箇所となっ
ている。このような地形条件から、若宮戸地区で流
入した鬼怒川からの氾濫水が周囲より相対的に標高
が低いこの箇所に集中し、氾濫水の強い流れが南へ
と流下したことを示唆する。三坂新田町の被害箇所
（写真 5）と沖新田町の被害箇所は、鬼怒川左岸の
自然堤防と八間堀川の堤防（比高数 m）との間に
挟まれ、鬼怒川左岸の自然堤防がその東側の氾濫平
野側に凸状に張り出し、上述の箇所と同様に氾濫平
野の東西方向の幅が周囲よりもやや狭まっている箇
所となっている。したがって、これらの被害箇所で
も氾濫水が集中することで速い流れが生じていたこ
とを示唆する。
　国道 354号線バイパスの八間堀川周辺においても、
道路構造物や盛土の損傷、道路沿いブロック塀や
フェンスの倒壊などの被害が生じた（写真 6）。特に、
写真３　関東鉄道常総線北水海道駅北西側の病院建物
壁面の浸水痕跡（矢印）
写真４　常総市役所南側近隣建物壁面の浸水痕跡（矢印）
写真５　三坂新田町の道路構造物被害
写真６　相野谷町国道 354号線盛土の損壊と道路フェ
ンス（ガードレール）の倒壊
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八間堀川堤防とその西側の自然堤防との間に存在す
る後背湿地や、その自然堤防の切れ目に細長くのび
る氾濫平野などに位置する国道 354号線バイパスの
盛土の損傷は甚大であり、道路南側（下流側）の盛
土が大きく抉られたことによって、盛土下に埋設さ
れていた管路の露出や側溝の損壊などが生じていた。
これらの被害箇所においても、八間堀川堤防と自然
堤防とに挟まれた標高の低い後背湿地や、自然堤防
に挟まれた標高の低い氾濫平野に氾濫水が集中した
ことによって氾濫水の速い流れが生じたことが考え
られる。また、国道 354号線バイパス北側近隣にお
いて八間堀川の破堤が生じていたことが報告されて
図７　本水害の浸水深と「常総市洪水ハザードマップ」想定浸水深との関係
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おり（茨城大学平成 27年関東・東北豪雨調査団 
2016）、そこから流入した氾濫水がこれらの被害発
生に影響を与えた可能性もある。
Ⅳ　本水害における浸水深と洪水ハザード
マップの想定浸水深との関係
　本章では、本調査で得られた今回の水害における
浸水深と常総市が作成・発行していた洪水ハザード
マップにおける想定浸水深とを比較し、この洪水ハ
ザードマップの想定浸水深が妥当なものであったか
検討する（図 7）。この洪水ハザードマップは、鬼
怒川流域の石井（栃木県宇都宮市）上流域に 3日間
の総雨量が 402mmで、概ね 100年に 1回程度起こ
る大雨を想定しており（常総市 2015）、今回の決壊
地点から約 750m南で決壊した場合の被害想定と
なっている（山本ほか 2015）。
　全体的な傾向を見ると、溢水や堤防の決壊が生じ
た地点から近い石下地区では今回の浸水深がハザー
ドマップの想定浸水深を上回った地点がみられたが、
それ以外の地区において今回の浸水深がハザード
マップの想定浸水深を上回った地点はなかった。
　石下地区においては、洪水ハザードマップの想定
浸水深が 0.5～1.0m未満とされていた自然堤防上に
おいて、その値を 0.5m以下の範囲で上回る地点が
みられた。また、洪水ハザードマップで 1.0～2.0m
未満とされていた氾濫平野上の大型商業施設では、
その想定値を若干（0.15m）上回る値を示した。
　今回の水害で調査地域の中では大きい浸水深を示
した水海道地区の八間堀川周辺の領域においては、
洪水ハザードマップでは浸水深を 2.0m～5.0m未満
と想定していたが、今回の水害でも浸水深の最大値
は 3.0mであり、洪水ハザードマップの想定値の範
囲内であった。
　常総市役所周辺における洪水ハザードマップの想
定浸水深は 1.0～2.0m未満であったが、今回の水害
における浸水深はほぼその範囲内の値を示し、想定
値を大きく上回る浸水が生じた地点はみられなかっ
た。水海道地区中心部以南においても、今回の浸水
深は概ね 1.0m以下であり、洪水ハザードマップの
想定浸水深（2.0m～5.0m未満）を上回った地点は
存在しなかった。
　このように、今回の水害における浸水深は、溢水
や堤防の決壊が生じた地点から近い石下地区の一部
地点を除き概ね洪水ハザードマップの想定浸水深の
範囲内であり、洪水ハザードマップの想定浸水深は
ほぼ妥当なものであったと評価される。したがって、
今回の水害を「想定外」とするのは適切ではない。
このような洪水ハザードマップを作成しておきなが
ら、それが活用されず、適切な対策を取れなかった
（取っていなかった）ことに大きな問題点があった
と考えられる。
Ⅴ　まとめ
　2015年 9月関東・東北豪雨において発生した鬼
怒川氾濫により、茨城県常総市の広域にわたり浸水
被害が発生した。建物壁面や植生等に残された浸水
痕跡と地表面との比高を現地にて測定し、その値か
ら常総市浸水域における浸水深の分布を推定した。
　浸水深は、溢水や堤防の決壊などが発生した地点
から比較的近い市内北部よりも、市内中部～南部の
氾濫平野において大きい値を示した。特に市内南部
の八間堀川周囲においては、複数の地点で浸水深が
2mを超える値を示し、浸水深の最大値は 3.0mで
あった。市内南部の水海道地区中心部の常総市役所
周辺における浸水深は、1.6～1.8mであった。この
水海道地区中心部以南の浸水深は、ほとんどの地点
において 1.0m以下であった。
　市内北部や中部では、鬼怒川左岸の自然堤防が東
側に凸状に張り出し、その自然堤防と小貝川右岸の
自然堤防との間に分布する氾濫平野が狭まっている
領域を東西にのびる道路上において、道路フェンス
の南側への連続的な倒壊が見られた。また、市内南
部を東西に横断する国道 354号線バイパスにおいて
は、八間堀川の堤防と自然堤防の間や自然堤防に挟
まれ細長くのびる氾濫平野などの領域において、道
路盛土の崩壊や変形、道路フェンスの南側への連続
的な倒壊などの構造物被害が見られた。自然堤防や
河川堤防などの微高地に挟まれた低地では、氾濫水
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が集中することで強い流れが発生したことが示唆さ
れた。
　このように、平野の微地形は水害時の浸水深や道
路構造物被害の発生や被害の大きさなどに影響を与
えている。そのため、地形やその分布に関する理解
は防災上重要であるといえよう。
　本水害の浸水深と常総市が本水害発生以前に作
成・公表していた洪水ハザードマップの想定浸水深
とを比較すると、溢水や堤防決壊が生じた箇所から
近い地点を除き、本水害における浸水深が洪水ハ
ザードマップの想定浸水深を上回った地点はほとん
どなかった。つまり、本水害における浸水深は概ね
洪水ハザードマップの「想定内」であり、本水害を「想
定外」とすることは適切ではない。この洪水ハザー
ドマップの存在および内容を理解していれば、回避
（軽減）可能であった被害が本水害には多く存在し
ていたと考えられる。常総市役所では屋外に設置し
てあった非常用電源設備が浸水により使用不能とな
り、本水害対策の前線基地としての機能を十分発揮
できなかった。しかし、常総市役所が位置する地区
も、洪水ハザードマップにおいて 1～2m程度浸水
することは示されていたのである。
　このように、地形やハザードマップの理解は、防
災・減災対策を進めていくうえで重要である。これ
らに関しては、学校教育では社会科（地理）や理科
（地学）などにおいておもに取り扱われる内容であ
るが、高等学校において地理や地学を履修している
生徒は少ない状況であり、地理、地学や防災などに
関する教育が充実しているとは言い難い。日本列島
は自然災害が発生しやすい地域に位置しており、近
年、それによる被害が多発していることからも、今
後、それらに関する教育の充実化が急務であろう。
また、災害発生時に住民各自が主体的に命を守るた
めの判断がおこなえるよう、学校教育だけではなく
地域住民を対象とした地域の地形や防災についての
理解を深めてもらう機会も積極的に設け、地域の地
形の理解の助けとなる地理空間情報（地理院地図、
治水地形分類図や土地条件図など）やハザードマッ
プ等の存在や活用方法を周知するとともに、ハード
面においても必要な対策を講じていくことが必要で
あろう。
　本稿の骨子は日本地理学会 2016年春季学術大会、
日本地球惑星科学連合 2016年大会において発表し
た。
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